
令和７・８年度工事競争参加資格再認定実施要領 

（令和８年７月７日制定・令和８年要領第１４２号） 

 

（目的） 

第１条 この要領は、建設業法第２７条の２３第３項に規定する経営事項審査の審査基準が令和

８年国土交通省告示第２６２号（以下「改正告示」という。）により改正されたことに伴い、令

和７・８年度を有効期間とする西日本高速道路株式会社の所掌する建設工事についての契約を

締結する場合の競争参加資格について、改正告示による改正前の審査基準による経営事項審査

の総合評定値通知書（建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号、以下「規則」という。）

第２１条の４に規定する経営事項審査の総合評定値通知書をいう。以下同じ。）に基づき認定さ

れている者等は、希望により、競争参加資格について、改正告示による改正後の審査基準によ

る経営事項審査の総合評定値通知書に基づき競争参加資格の再認定（以下、単に「再認定」と

いう。）を申請することが出来ることとしたので、その申請方法等を定めることを目的とする。 

 

（申請要件） 

第２条 再認定の申請にあたっては、次の各号を要件とする。 

一 「令和７・８年度工事等競争参加資格登録要領」（令和６年要領第１５６号）（以下、「登録

要領」という。）第６条第１号から第５号及び第８号から第１２号に掲げる者でないこと。 

二 改正告示による改正前の審査基準による経営事項審査の総合評定値通知書に基づき令和

７・８年度の競争参加資格の認定を受けている者のうち、改正告示による改正後の審査基準

による経営事項審査（審査基準日（建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及

び基準を定める件（平成２０年国土交通省告示第８５号）第一の一の２に規定する審査基準

日をいう。以下同じ。）が申請をする日の１年７月前の日以後のものに限る。）の総合評定値

通知書を受けている者であること。なお、経常建設共同企業体にあっては、その構成員全て

が、事業協同組合（中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合で、建設業法第３条の規定

による許可を受け、かつ、中小企業庁の官公需適格組合の証明を受けているものをいう。以

下同じ。）の総合点数の算定方法に関する特例の適用を希望する旨の申出をする事業協同組合

にあっては、当該事業協同組合及び審査対象者全てが、改正告示による改正後の審査基準に

よる経営事項審査の総合評定値通知書を受けていること。 

 

（審査方法） 

第３条 再認定の申請にあたっては、登録要領第７条に定める書類のうち、次の各号に掲げる書

類を提出させ、登録要領第８条に基づき資格審査を実施するものとする。 

一 競争参加資格審査申請書（登録要領別添１様式１－１） 

二 希望工種別年間平均完成工事高内訳表（登録要領別添１様式２） 

三 規則第２１条の４に規定する総合評定値通知書の写し 

四 委任状（行政書士等が代理申請する場合） 

２ 前項において、再認定の申請に係る経営事項審査の審査基準日が、改正前の審査基準による

認定に係る経営事項審査の審査基準日と同一である場合においては、前項第一号（登録要領別



添１様式１－１）及び第三号のみ提出するものとする。 

３ 再認定の申請は、再認定の申請者が既に認定を受けている全工種一括で行うものとする。 

 

（受付期間） 

第４条 再認定の申請の受付期間は、令和８年８月１日から令和８年１２月１５日までとする。 

 

（認定時期） 

第５条 再認定は、毎月１回の頻度により一括して行うこととし、その認定日は申請書を受理し

てから４５日以内の日とする。 

 

（有効期間） 

第６条 再認定を受けた競争参加資格登録の有効期間は、再認定の日から令和９年３月３１日ま

でとする。 

 

（その他） 

第７条 この要領に定めのないものについては、登録要領に基づき手続きを行うものとする。 

 


